
（要綱様式２）

1 認定番号 17-040-02-1001-1001

2 支給対象者

3 在籍高等学校等

4 学校種・課程等の別 高等学校（全日制）

5 高等学校等就学支援金支給者 福岡県教育委員会

6 認定年月

福岡県立○○高等学校事務室　高等学校等就学支援金担当

　ただし，上記内容は，高等学校等就学支援金の支給に関する法律第５条の規定により，各
月の初日に上記の高等学校等に在籍している場合に限り支給します。

【留意事項】

電話　○○○（○○○）○○○○

　高等学校等就学支援金の受給資格認定通知を，複数受け取った場合（他の都道府県から受
け取った場合を含む）には，支給手続きを再確認する必要がありますので，以下の担当まで
連絡してください。

福岡県立○○高等学校

２ ９ ○ ○ 第 ○ ○ ○ 号
平 成 ２ ９ 年 ６ 月 １ 日

高等学校等就学支援金の受給資格認定について

　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第４条の規定に基づき，高等学校等就学支援金
の受給資格について，下記のとおり認定しましたので通知します。

   福岡　太郎　殿

  福岡市博多区東公園7-7
 〒812-8575

福岡　太郎

平成29年4月

記

　あなたに支給される高等学校等就学支援金は，あなたが納めるべき授業料に係る債権の弁
済に充てられます。

４ 認定・不認定（９）遡及（過誤納金還付）　ア　６／１認定者となったが、すでに４、５月分の授業料を納めてしまっている場合　（ア）　認定通知、支給決定通知
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（要綱様式４）

 〒812-8575

  福岡市博多区東公園7-7

   福岡　太郎　殿

１ 円

２

（単位：円）

4月分 6月分

9,900 9,900

10月分 12月分

4月分 6月分

【注意事項】

※

記

２ ９ ○ ○ 第 ○ ○ ○ 号

平 成 ２ ９ 年 ６ 月 １ 日

高等学校等就学支援金支給決定（支給予定）通知書

　高等学校等就学支援金については，福岡県県立高等学校等就学支援金交付要綱の規定に基

づき，下記のとおり支給することに決定したので通知します。

　なお，あなたに支給される高等学校等就学支援金は，あなたが納めるべき授業料に係る債

権の弁済に充てられます。

（平成２９年４月　～　平成２９月６月分）

11月分 1月分 2月分 3月分

支 給 決 定 額 29,700

支給決定額内訳

5月分 7月分 8月分 9月分

9,900

5月分

　この通知による支給決定額は支給対象期間における予定額であり，当該期間中の在

籍状況や保護者の収入状況の変更等により，変更となる場合があります。

　この場合において，支給決定額が減額となるときは，所属する高等学校等に対して

変更前と変更後の差額に相当する授業料を納付しなければならないことがあります。

４ 認定・不認定（９）遡及（過誤納金還付）　ア　６／１認定者となったが、すでに４、５月分の授業料を納めてしまっている場合　（ア）　認定通知、支給決定通知

45



事務長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度  2191
 会計　01　　款　　 08　 　　項　 　01

　調定番号 00010  目　　08　　教育使用料

　調定年月日 29年 6月 9日  節　　001　 高等学校使用料

　納入通知   年  月  日  細節　014　 全日制課程授業料

　納期限   年  月  日

　納入義務者

　納付目的

　　　　全日制課程授業料

　（摘　要）

　　　　就学支援金受給に該当するため

　　　　９，９００円×６月×１名＝５９，４００円

　　過誤納件数　　　　　　　　　 　2 件

　　過誤納額　　　　　　　　　19,800 円

6件

FBC0051

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　６　 月　　　９　 日

調 定 決 議 書 （ 減 額 ）

 起 案　　２９　 年　　　６　 月　　　９　 日

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

調定減件数　　　　　

 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

ここ こ

変 更 前 調 定 額

調 定 減 額

変 更 後 調 定 額

２，５５４，２００ 円

５９，４００ 円

２，４９４，８００ 円

４ 認定・不認定（９）遡及（過誤納金還付）　ア　６／１認定者となったが、すでに４、５月分の授業料を納めてしまっている場合　（イ）　減額調定例
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２９〇〇第〇〇〇号 保存期間 照 合 施 行

■紙　　　□電子 □有　　　■無
平 成 29 年 6 月 9 日 平 成 29 年 6 月 9 日
平 成 年 月 日 平 成 年 月 日

回付上の取扱い 施行上の取扱い
　□至急 □秘 □公印省略 □事前押印 □印影印刷 　■郵送［　　　　　　　　　   　］ 　□使送　 □直渡し
　□特例帳票　□例文登録　　　号 　□公報登載  □行コミメール  □ファクシミリ
　□その他［　　　　　　　　　　　］ 　□その他［　　　　　　　　　　　］

　学校長
　

　　　　係

起案者 〇〇　〇〇　　　印（　　　　　）

　係

所属名 　高等学校　福岡県立〇〇高等学校
宛　先 　博多　太郎
発信者 　□知事名　　□部長名　　□課長名　　□所長名　　■その他［学校長　　　］
　件名

過誤納金還付(充当）通知書について

　伺い文
このことについて、別紙のとおり通知してよろしいか。

本文（起案の理由・内容、処理の経過・方針、根拠法令、施行文案等）

合　　議

福　岡　県

起　案　日 施行予定日
決　裁　日 施　行　日

決裁権者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務長

文書番号 5年
ﾌｧｲﾙ名 C113　過誤納金還付（充当）通知書

ﾌｧｲﾙ媒体 特定個人情報

４ 認定・不認定（９）遡及（過誤納金還付）　ア　６／１認定者となったが、すでに４、５月分の授業料を納めてしまっている場合　（ウ）　過誤納金還付通知（起案例）

47



様
式

第
49

号
（第

5
9条

）

殿

福
岡

県
立

○
○

○
高

等
学

校

の
で
通
知
し
ま
す
。

還
付

額

年
度

調
定

番
号

２
９

（
　

　
　

日
分

）

１
０

9
,9

0
0
円

２
９

（
　

　
　

日
分

）

１
０

9
,9

0
0
円

（
　

　
　

日
分

） 円
円

円

博
多

　
太

郎

円

0
円

円
円

円
円

2
9
．

5
．

1
9

9
,9

0
0
円

9
,9

0
0
円

9
,9

0
0
円

５
月

分
授

業
料

０
１

全
日

制
課

程
授

業
料

9
,9

0
0
円

４
月

分
授

業
料

０
１

全
日

制
課

程
授

業
料

2
9
．

4
．

7

9
,9

0
0
円

8

2
9
○

○
第

○
○

○
号

平
成

２
９

年
 ６

月
 ９

日

収
入

年
月

日

収
入

済
額

　
　

　
　

①

下
記
未
納
の
徴
収
金
に
充
当
し
た
残
額
を
還
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た

下
記
未
納
の
徴
収
金
に
充
当
し
ま
し
た

下
記
金
額
を
還
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た

納
入

通
知

額

正
当

収
入

額 ②

差
引

過
誤

納
　

　
　

額
①

－
②

　
　

　
＝

③

目
節

知
事

（
財

務
担

当
所

長
）

名

過
　

誤
　

納
　

金
　

還
　

付
　

（充
　

当
）　

通
　

知
　

書

あ
な
た
の
納
入
さ
れ
ま
し
た
納
入
金
は
、
下
記
の
と
お
り
納
め
過
ぎ
に
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、

過
誤

納
金

等
の

額
未

納
金

に
充

当
す

る
額

摘
要

記

目
節

細
細

還
付

加
算

金
　

　
　

額

　
　

　
　

　
④

合
　

計
　

額

③
＋

④
　

　
　

＝
⑤

年
度

歳
入

科
目

款
項

充
当

額 ⑥

差
 　

　
　

引
還

　
付

　
額

⑤
－

⑥

会
計

調
定

 番
号

歳
入

科
目

会
計

款
項

1
4

0
円

9
,9

0
0
円

0
円

9
,9

0
0
円

1
0

1
8

1

8
1

8
1

1
4

0
円

9
,9

0
0
円

円 円

職
印

職
印

４ 認定・不認定（９）遡及（過誤納金還付）　ア　６／１認定者となったが、すでに４、５月分の授業料を納めてしまっている場合　（ウ）　過誤納金還付通知例
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事務長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度  2191
 会計　01　　款　　 08　 　　項　 　01

　戻出命令番号 00001  目　　08　　教育使用料

　戻出命令年月日 29年 6月 9日  節　　001　 高等学校使用料

 細節　014　 全日制課程授業料

　　　　　　　　　１９，８００ 円

　債権者

　　　　12222222　〒800-0000　TEL092-888-8888

　　　　福岡県○○市　○○

　　　　○－○

　　　　福岡県立○○高等学校　資金前渡職員

　支払内容　　過誤納金還付 支払方法　　口座振替

　0177000　　 福岡銀行 預金種別　　普通預金

　　　 　　　 ○○支店

  1200000     ﾌｸｵｶｹﾝﾘﾂﾏﾙﾏﾙｺｳﾄｳｶﾞﾂｺｳ ｼｷﾝｾﾞﾝﾄｼﾖｸｲﾝ

　（摘　要）

　　　　９，９００円×２ケ月分（４月～５月分）＝１９，８００円

調定年度　29　 

調定番号　00010

FBC0000

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

　　　　　　

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　６　 月　　　９　 日

戻 出 命 令 書

 起 案　　２９　 年　　　６　 月　　　９　 日

戻　　出　　命　　令　　額

ここ こ

債権者登録をして債権者登録

口座に振り込む方法もある

４ 認定・不認定（９）遡及（過誤納金還付）　ア　６／１認定者となったが、すでに４、５月分の授業料を納めてしまっている場合　（エ）　戻出命令書例
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４ 認定・不認定（９）遡及（過誤納金還付）　ア　６／１認定者となったが、すでに４、５月分の授業料を納めてしまっている場合　（オ）　振り込み例
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事務長　 校長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度 　504-63-1900
　決議番号 0010201 　会計　01　　款　　 10　 　　項　 　01
　支出負担行為 29年 6月 9日 　目　　04　　教育振興費
　支出命令 29年 6月 9日
　支払希望日 29年 6月20日 　事業　63　　財務課

　節　　19　　負担金、補助及び交付金

　細節

　　　２９，７００　　 円

　目的及び説明

　　　　平成２９年度高等学校等就学支援金（第１四半期分）４～６月分

　　　　（就学支援金受給者に該当となったため）

　予算種別 現年

　支出方法 公金振替

　支払内容 その他補助金

　振替先業務区分 歳入

　振替先所属 2222222　　○○高等学校

　決議年度 29年度

　決議番号 00028

　内訳番号

　任意コード

　摘要 第１学年分

FBD0211

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　６　 月　　　９　 日

支 出 負 担 行 為 決 議 書 兼 支 出 命 令 書 （ 公 金 振 替 ）

 起 案　　２９　 年　　　６　 月　　　９　 日

振　　替　　額　　合　　計

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

　　　　　　        0　　
　　　　 　         0

 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

執行残額（科目）
　　　　（事業）

こここ こ

４ 認定・不認定（９）遡及（過誤納金還付）　ア　６／１認定者となったが、すでに４、５月分の授業料を納めてしまっている場合　（カ）　支出負担行為決議書兼支出命令書例
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様式６

△△　□□様

1 認定番号 16-040-02-1041-9999

2 支給対象者 △△　□□

3 在籍高等学校等の名称 福岡県立○△□高等学校

4 学校種・課程等の別 高等学校（定時制）

5 高等学校等就学支援金支給者 福岡県教育委員会

6 受給資格消滅理由 退学による

7 在学期間 平成２８年４月～平成３０年１月

8 支給停止期間 ６月

9 残支給月数 ３２月

10 履修単位数 ４３単位

11 残支給単位数 ３１単位

12 受給資格消滅時の適用制度 新制度（平成２６年４月改正後）

（問合わせ先）
福岡県立○△□高等学校事務室　高等学校等就学支援金担当
　電話　０９２（９９９）９９９９

記

２９○○第○○○○号
平成３０年 ２月 １日

福岡県教育委員会

高等学校等就学支援金の受給資格の消滅について

　あなたは，高等学校等就学支援金の受給資格が消滅したため，下記のとおり通知します。

４ 認定・不認定（１０）高等学校等就学支援金受給者が転退学した場合
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様式６

△△　□□様

1 認定番号 16-040-02-1041-9999

2 支給対象者 △△　□□

3 在籍高等学校等の名称 福岡県立○△□高等学校

4 学校種・課程等の別 高等学校（定時制）←全日・定時・通信制の記入が必要

5 高等学校等就学支援金支給者 福岡県教育委員会

6 受給資格消滅理由 退学による

7 在学期間 平成２８年４月～平成３０年１月

（入学時から退学月まで）

8 支給停止期間 ６月（休学で支給が停止された期間を記入すること）

9 残支給月数 ３２月

（全日制は３６月、定時制・通信制は４８月から

在学期間（停止期間は除く）を減じた月数）

10 履修単位数 ４３単位（教務に確認すること）

11 残支給単位数 ３１単位（７４単位から履修単位数を引く（７４－４３））

12 受給資格消滅時の適用制度 新制度（平成２６年４月改正後）

（問合わせ先）
福岡県立○△□高等学校事務室　高等学校等就学支援金担当
　電話　０９２（９９９）９９９９

記

※転学先等に提出が必要です。
　（原本または写し）

※生徒本人に転退学の時大事な書類と告げ渡してください。

２９○○第○○○○号
平成３０年 ２月 １日

福岡県教育委員会

高等学校等就学支援金の受給資格の消滅について

　あなたは，高等学校等就学支援金の受給資格が消滅したため，下記のとおり通知します。

※生徒が紛失した場合等に写しで対応できるよう、
　押印後、所属で控えを保管しておいてください。

４ 認定・不認定（１０）高等学校等就学支援金受給者が転退学した場合
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５ 調定・負担行為・支出命令 

（金銭会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



公印省略 

２９教財第４４号  

平成２９年４月２８日  

 

 各県立学校長 殿 

 

                                               教育庁総務部財務課長 

                                                    （学校予算係） 

 

高等学校等就学支援金に係る財務会計事務等について 

 

 このことについて、平成２９年４月１日以降、下記の事項に留意の上、事務処理にあた

るようお願いします。 

なお、これに伴い平成２６年５月２３日２６教財第１０１号「福岡県公立高等学校等就

学支援金に係る財務会計事務等について」は廃止します。 

 

記 

 

１ 授業料等の調定について 

（１） 全日制課程授業料 

ア 高等学校等就学支援金（以下「就学支援金」という。）の申請を行わない者 

４月～９月分（前期）は４月１日、１０月～３月分（後期）は１０月１日に調定

を行うこと。ただし、新１年生等については入学を許可された日に調定を行うこと。 

  イ 就学支援金の受給資格が認定される者 

① 就学支援金が充てられる授業料については、４月～６月分は６月１日、７月～

９月分は９月１日、１０月～１２月分は１２月１日、１月～３月分は３月１日に

調定を行うこと。 

② 上記アの調定を行っている場合は、当該調定の減額調定を行うこと。 

③ 受給資格の消滅等により就学支援金が充てられなくなる授業料は、下記ウに準

じて調定を行うこと。 

  ウ 就学支援金の受給資格が認定されない者 

①  ４月～９月分（前期）は不認定通知を行う日、１０月～３月分（後期）は１０ 

月１日に調定を行うこと。 

② 新たに受給資格が認定される場合は、上記ウ①の調定を減額調定すること。 

  

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（１）就学支援金に係る財務会計事務等について（２９教財第４４号）
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（２） 定時制課程授業料 

ア 就学支援金の申請を行わない者 

毎月始めに調定を行うこと。ただし、新１年生等については入学を許可された日

に調定を行うこと。 

なお、８月分及び卒業予定の生徒の２月分と３月分の授業料については、それぞ

れ７月及び１月分の授業料と同時に調定を行うこと。 

  イ 就学支援金の受給資格が認定される者 

① 就学支援金が充てられる授業料については、４月～６月分は６月１日、７月～

９月分は９月１日、１０月～１２月分は１２月１日、１月～３月分は３月１日に

調定を行うこと。 

② 上記アの調定を行っている場合は、当該調定の減額調定を行うこと。 

③ 受給資格の消滅等により就学支援金が充てられなくなる授業料は、下記ウに準

じて調定を行うこと。 

  ウ 就学支援金の受給資格が認定されない者 

 不認定通知を行う月より前の月の授業料は、当該通知を行う月の授業料と同時に

調定を行い、当該通知を行う月以降の授業料は上記アに準じて調定を行うこと。 

    （例）４月～５月分授業料 不認定通知日：６月１日 調定日：６月１日 

（３） 通信教育受講料 

ア 就学支援金の申請を行わない者 

受講料は、受講申込時に福岡県領収証紙により納付させること。 

  イ 就学支援金の受給資格が認定される者 

① 就学支援金が充てられる受講料については、４月～６月分は６月１日、７月～

９月分は９月１日、１０月～１２月分は１２月１日、１月～３月分は３月１日に

調定を行うこと。 

② 受講料を納付している場合は、消印証紙実績取消及び上記①の調定は不要であ

ること。 

  ウ 就学支援金の受給資格が認定されない者 

不認定通知を行う月の２０日までに福岡県領収証紙で納付させること。 

 

２ 就学支援金の支出負担行為及び支出命令（公金振替）について 

（１） 支出負担行為の時期 

授業料等に充てる就学支援金については、４半期毎（６月、９月、１２月、３月）

に支出負担行為を行い支出命令（公金振替）により授業料等の歳入に充当すること。 

なお、支出負担行為の前に授業料等が納付されている場合には以下によること。 

 

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（１）就学支援金に係る財務会計事務等について（２９教財第４４号）
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ア 全日制課程及び定時制課程授業料 

納付された授業料を過誤納金として還付すること。 

イ 通信教育受講料 

支出負担行為を行い生徒に就学支援金を支給すること。（福岡県県立高等学

校等就学支援金交付要綱第１０条） 

（２） 添付書類 

ア 高等学校等就学支援金支払請求書（様式１） 

イ 高等学校等就学支援金整理票（様式２） 

   ※ 第２四半期のみ、支払い終了後財務課学校予算係へファックスで提出すること 

ウ 受給資格認定結果一覧（様式３） 

エ 収入状況審査結果一覧（様式４） 

（３） 支出負担行為の委任 

 本来の債権者１件当たりの金額が２００万円未満（支出負担行為兼支出命令） 

・・・学校長（委任） 

  ※ 本来の債権者１件当たりの金額が２００万円以上となることはないため、全て学

校長決裁（支出負担行為兼支出命令）となる。 

     

３ 就学支援金の予算要求について 

  平成２８年８月２２日２８教財第４４１号「高等学校等就学支援金等の予算要求につ

いて（通知）」に基づき、４半期毎（５月２５日、８月２５日、１１月２５日、２月２

５日）に財務課にファックスで提出すること。 

 

４ 高等学校等学び直し支援金に係る事務について 

福岡県県立高等学校等就学支援金交付要綱に定める高等学校等学び直し支援金に係る

事務等については、高等学校等就学支援金の事務に準じて処理を行うこと。 

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（１）就学支援金に係る財務会計事務等について（２９教財第４４号）

56



様式１

　福岡県教育委員会　　殿

〇〇高等学校長

１ 支 給 対 象 期 間 平成２９年 ４月　　～　　平成２９年 ６月

（第 １ 期）

２ 請 求 額 円８，０２８，９００

２ ９ 〇 〇 第 〇 〇 〇 号

平成２９年 ６月 １日

平成２９年度高等学校等就学支援金（第１期分）支払請求書

　平成２８年　９月　１日付け２８○○第○○○号で認定された平成２９年度高等学校

等就学支援金について、下記のとおり第１期分の支払いを請求します。

記

福岡県立

〇〇高等

学校長印

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（２）就学支援金に係る財務会計事務等について（様式記入例）
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５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（２）就学支援金に係る財務会計事務等について（様式記入例）
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５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（２）就学支援金に係る財務会計事務等について（様式記入例）
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５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（２）就学支援金に係る財務会計事務等について（様式記入例）
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0

（
国

公
私

立
番

号
）

都
道

府
県

立
　

0
2

9
,
9
0
0
円

9
,
9
0
0
円

円

受
給

資
格

認
定

結
果

一
覧

学
校

名
高

等
学

校
・

全
日

制

認
定

番
号

1
7
-
0
4
0
-
0
2
-
1
0
0
1
-
1
0
0
1

計
2
名

記
入

例

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（２）就学支援金に係る財務会計事務等について（様式記入例）
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様
式

３

学
校

名
　

○
○

高
等

学
校

学
校
種
・
課
程
等

支
給

開
始

年
月

H
2
9
.
4

認
定

番
号

生
徒

氏
名

生
年

月
日

認
定

の
可

否
支

給
限

度
期

間
（

月
数

）
支

給
限

度
単

位
所

得
制

限
・

加
算

の
区

分
支

給
額

(
月

額
）

加
算

額
（

月
額

）
総

支
給

額
（

月
額

）
所

得
確

認
期

間
備

　
考

認
定

者
の

場
合

1
7
-
0
4
0
-
0
2
-
1
0
0
1
-
5
0
0
1

福
岡

　
太

郎
H
1
3
.
5
.
3
0

可
4
8
月

7
4

○
2
,
6
0
0
円

-
2
,
6
0
0
円

1
7
0
4
-
1
7
0
6

不
認

定
者

の
場

合
福

岡
　

二
郎

H
1
3
.
7
.
2
9

否
4
8
月

7
4

所
得

制
限

-
-

-
1
7
0
4
-
1
7
0
6

- -

可
　

１
名

否
　

１
名

（
注

）

１
　

「
認

定
番

号
」

の
欄

は
，

（
西

暦
下

２
ケ

タ
）

-
（

都
道

府
県

番
号

）
－

（
国

公
私

立
番

号
）

－
（

学
校

番
号

）
－

（
申

請
リ

ス
ト

の
通

し
番

号
）

で
す

。

　
（

都
道

府
県

番
号

）
福

岡
県

　
4
0

（
国

公
私

立
番

号
）

公
立

　
0
1

受
給
資
格
認
定
結
果
一
覧
（
１
単
位
あ
た
り
の
授
業
料
を
設
定
す
る
学
校
）

高
等

学
校

・
定

時
制

計
２

名
2
,
6
0
0
円

円
2
,
6
0
0
円

記
入

例

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（２）就学支援金に係る財務会計事務等について（様式記入例）

62



様
式

４

公
立

学
校

種
・

課
程

等

支
給

開
始

年
月

H
2
9
.
7

（
例

）
生

徒
氏

名
所

得
制

限
・

加
算

の
区

分
支

給
額

(
月

額
）

加
算

額
（

月
額

）
総

支
給

額
（

月
額

）
所

得
確

認
期

間
備

　
考

引
続

き
受

給
資

格
者

と
な

っ
た

場
合

A
○

9
,9

0
0
円

-
9
,9

0
0
円

1
7
0
7
-
1
8
0
6

所
得

超
過

で
あ

っ
た

場
合

B
所

得
制

限
-

-
-

1
7
0
7
-
1
8
0
6

受
給

資
格

消
滅

「
申

請
し

な
い

」
で

あ
っ

た
場

合
C

所
得

制
限

-
-

-
1
7
0
7
-
1
8
0
6

受
給

権
放

棄

引
続

き
受

給
資

格
者

と
な

っ
た

が
、

そ
の

後
異

動
が

あ
っ

た
場

合
E

○
9
,9

0
0
円

-
9
,9

0
0
円

1
7
0
7
-
1
8
0
6

H
2
9
.9

.3
0
付

け
退

学

4
名

1
9
,8

0
0
円

1
9
,8

0
0
円

（
注

） 「
認

定
番

号
」

の
欄

は
，

（
西

暦
下

２
ケ

タ
）

-
（

都
道

府
県

番
号

）
－

（
国

公
私

立
番

号
）

－
（

学
校

番
号

）
－

（
申

請
リ

ス
ト

の
通

し
番

号
）

で
す

。

計

1
7
－

0
4
0
-
0
2
－

1
1
1
1
－

1
0
0
1

1
7
－

0
4
0
-
0
2
－

1
1
1
1
－

1
0
0
2

1
7
－

0
4
0
-
0
2
－

1
1
1
1
－

1
0
0
3

1
7
－

0
4
0
-
0
2
－

1
1
1
1
－

1
0
0
7

認
定

番
号

収
入

状
況

審
査

結
果

一
覧

国
公

私
高

等
学

校
・

全
日

制

学
校

名
福

岡
県

立
財

務
課

高
等

学
校

収
入

状
況

審
査

結
果

が
変

更
さ

れ
る

わ
け

で

は
な

い
の

で
、

削
除

等

は
し

な
い

こ
と

記
入

例

留
意

事
項

１
．

収
入

状
況

審
査

結
果

一
覧

の
計

欄
の

人
数

は
、

様
式

２
の

６
月

の
支

給
対

象
者

の
人

数
と

一
致

す
る

こ
と

。

た
だ

し
、

受
給

資
格

者
が

６
月

の
中

途
に

退
学

等
を

行
い

、
収

入
状

況
届

出
を

行
わ

な
か

っ
た

場
合

に
つ

い
て

は
、

そ
の

人
数

分
差

が
生

じ
る

こ
と

。

２
．

備
考

欄
に

記
載

す
る

生
徒

異
動

の
状

況
は

、
様

式
２

の
各

月
d
～
f欄

と
一

致
す

る
こ

と
。

３
．

受
給

資
格

認
定

申
請

者
の

結
果

に
つ

い
て

は
、

様
式

３
で

整
理

す
る

こ
と

。

様
式

４
に

つ
い

て
は

、
収

入
状

況
届

出
を

行
っ

た
者

の
み

の
記

載
と

な
る

こ
と

。

４
．

支
給

開
始

年
月

ご
と

に
別

葉
と

す
る

こ
と

。

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（２）就学支援金に係る財務会計事務等について（様式記入例）
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（参考） 

 

高等学校等就学支援金に係る金銭会計システムの操作等について 

 

下記及び福岡県財務会計システム「金銭会計システム操作手引書」を参考に事務処理を

行うこと。 

 

記 

 

１ 就学支援金が充てられる授業料等の調定 

（１） 業務画面 【３０１】調定（一般・個別） 

（２） システム区分 １＝一般 

（３） 略科目コード 

就学支援金を充てない授業料等の略科目コードと異なるので注意すること。 

それぞれ、全日制課程授業料（就学支援金）、定時制課程授業料（就学支援金）、

通信教育受講料（就学支援金）で入力すること。 

 就学支援金充当の有無 

有 無 

全日制課程授業料 【２２４３】 【２１９１】 

定時制課程授業料 【２２１２】 【２１９２】 

通信教育受講料 【２２１９】 【２１９４】 

（４） 内訳件数 不要 

（５） 納期限  財務規則に定めるとおり 

（６） 納付目的設定区分 １＝節・細節名 

（７） 適用１ 平成○○年度高等学校等就学支援金（第〇学年第〇四半期分） 

＜内訳＞ 

 債務者は各所属資金前渡職員とすること。（債務者登録不要） 

 住所コード、番地、氏名１、調定額  適宜入力 

 収納方法 空欄 

 

２ 就学支援金の支出負担行為及び支出命令（公金振替） 

 本来の債権者１件あたりの金額が２００万円未満 

ア 業務画面 【４１７】支出負担行為兼支出命令（公金振替） 

イ 支払内容コード その他補助金【１９８０】 

ウ 支払希望年月日 授業料納期限までの任意の日 

エ 目的及び説明 平成○○年度高等学校等就学支援金（第〇学年第〇四半期分） 

遡及分のコードは 

 【２２４４】 

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（３）就学支援金に係る金銭会計システムの操作等について（財務課参考資料）
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≪振替先≫ 

オ 業務区分 歳入 

カ 決議番号 就学支援金を充てる授業料等の調定番号 

≪控除内訳≫振替先（歳入） 

① 調定番号 就学支援金を充てる授業料等の調定番号 

② 調定内訳番号 入力不要 

≪債権者内訳（科目明細）≫ 

③ 内訳（明細）番号 入力不要 

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（３）就学支援金に係る金銭会計システムの操作等について（財務課参考資料）
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５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　ア　就学支援金支給有りの場合（イ）入力画面入力例（３０１画面、４１７画面）
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事務長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度  2243
 会計　01　　款　　 08　 　　項　 　01

　調定番号 00068  目　　08　　教育使用料

　調定年月日 29年 6月 1日  節　　001　 高等学校使用料

　納入通知   年  月  日  細節　015　 全日制課程授業料（就学支援金）

　納期限 29年 6月20日

５，６４３，０００　　 円

　納入義務者

〒800-0000

　　　　福岡県○○市　○○

　　　　○○－○○

　　　　福岡県立○○高等学校資金前渡職員

　収納方法 現金

　納付目的

　　　　全日制課程授業料

　（摘　要）

　　　平成２９年度高等学校就学支援金（第１学年第１四半期分）

１９０名×３月×９，９００円

FBD0171

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　６　 月　　　１　 日

調 定 決 議 書

 起 案　　２９　 年　　　６　 月　　　１　 日

調　　　　定　　　　額

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

ここ こ

※調定年月日

4月～6月分（6月1日）

7月～9月分（9月1日）

10月～12月分（12月1日）

1月～3月分（3月1日）

調定年月日から20日

以内の日付（随時の収入）

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　ア　就学支援金支給有りの場合（イ）調定決議書出力例（３０１画面）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務長 校長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度 　504-63-1900
　決議番号 0010201 　会計　01　　款　　 10　 　　項　 　01
　支出負担行為 29年 6月 5日 　目　　04　　教育振興費
　支出命令 29年 6月 5日
　支払希望日 　年　月　日 　事業　63　　財務課

　節　　19　　負担金、補助及び交付金

　細節

５，６４３，０００　　 円

　目的及び説明

　　　　平成２９年度高等学校等就学支援金（第１学年第１四半期分）

　予算種別 現年

　支出方法 公金振替

　支払内容 その他補助金

　振替先業務区分 歳入

　振替先所属 2222222　　○○高等学校

　決議年度 29年度

　決議番号 00022

　内訳番号

　任意コード

　摘要

FBD0211

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

　　　　　　        0　　
　　　　 　         0

 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

執行残額（科目）
　　　　（事業）

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　６　 月　　　５　 日

支 出 負 担 行 為 決 議 書 兼 支 出 命 令 書 （ 公 金 振 替 ）

 起 案　　２９　 年　　　６　 月　　　５　 日

振　　替　　額　　合　　計

ここ こ

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　ア　就学支援金支給有りの場合（ウ）支出負担行為決議書兼支出命令書出力例（４１７画面）
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５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　イ　就学支援金支給無しの場合（授業料調定）（ア）入力画面入力例（３０１画面）
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事務長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度  2191
 会計　01　　款　　 08　 　　項　 　01

　調定番号 00015  目　　08　　教育使用料

　調定年月日 29年 4月 7日  節　　001　 高等学校使用料

　納入通知   年  月  日  細節　001　 全日制課程授業料

　納期限   年  月  日

　　１７８，２００　　 円

　納入義務者

　収納方法

　納付目的

　　　　全日制課程授業料

　（摘　要）

　　　　１年生　前期　就学支援金未申請者（３名分）

　　　　９，９００円×３名×６月（４月～９月）＝１７８，２００円

18件

FBC0011

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

内訳件数　　　　　　　　　　

 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　４　 月　　　７　 日

調 定 決 議 書

 起 案　　２９　 年　　　４　 月　　　７　 日

調　　　　定　　　　額

ここ こ

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　イ　就学支援金支給無しの場合（授業料調定）（イ）未申請者の場合（３０１画面）
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事務長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度  2191
 会計　01　　款　　 08　 　　項　 　01

　調定番号 00000  目　　08　　教育使用料

　調定年月日 29年 6月 1日  節　　001　 高等学校使用料

　納入通知   年  月  日  細節　001　 全日制課程授業料

　納期限   年  月  日

　　　７９，２００　　 円

　納入義務者

　収納方法

　納付目的

　　　　全日制課程授業料

　（摘　要）

　　　　就学支援金（４～６月分）不認定者（２名分）

　　　　９，９００円×２名×４月（６月～９月）＝７９，２００円

8件

FBC0011

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

内訳件数　　　　　　　　　　

 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　６　 月　　　１　 日

調 定 決 議 書

 起 案　　２９　 年　　　６　 月　　　１　 日

調　　　　定　　　　額

ここ こ

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　イ　就学支援金支給無しの場合（授業料調定）（ウ）４～６月不認定者の場合
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事務長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度  2244
 会計　01　　款　　 08　 　　項　 　01

　調定番号 00000  目　　08　　教育使用料

　調定年月日 29年 6月 1日  節　　001　 高等学校使用料

　納入通知   年  月  日  細節　016　 全日制課程授業料（遡及分）

　納期限 29年 6月20日

　　　１９，８００　　 円

　納入義務者

                   ５月は４月と同じ

　収納方法

　納付目的

　　　　全日制課程授業料（遡及分）

　（摘　要）

　　就学支援金不認定者２名　４月分授業料

　　９，９００円×２名＝１９，８００円

2件

FBC0011

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

内訳件数　　　　　　　　　　

 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　６　 月　　　１　 日

調 定 決 議 書

 起 案　　２９　 年　　　６　 月　　　１　 日

調　　　　定　　　　額

ここ こ

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　イ　就学支援金支給無しの場合（授業料調定）（エ）４～６月不認定者の場合で４月分授業料調定（遡及分）（３０１画面）
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　1頁

 　所　属　　○○高等学校 　29年度

内 訳

番 号

0001
　　福岡県福岡市○○

　　１２３４－５６

　　福岡　太郎

　　収納方法　　　現金

0002
　　福岡県福岡市△△

　　２３４５－６７

　　北九　次郎

　　収納方法　　　現金

FBC0012

内　訳　書

調定番号　　　00000

納　入　義　務　者 調定額　　　　　　円

              〒800-0000　TEL092-999-9999 9,900   

              〒800-0000　TEL092-888-8888 9,900   

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　イ　就学支援金支給無しの場合（授業料調定）（エ）４～６月不認定者の場合で４月分授業料調定（遡及分）（３０１画面）
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〒８００-○○○○
福岡市○○

福 岡 太 郎 様

福岡県公金 納入通知（納付）書兼領収証 職印 納付目的 全日制課程授業料（遡及分）あ
区分 本書のとおり納付してください。

公 福岡県立○○高等学校長 ○○○○ 納入額 9,900 円
納 入 場 所

延滞金・違約金
円

収入区分 所属コード 年度 会計 款 項 目 節 細節 裏面に記載の金融機関

01 0000000 29 01 08 01 08 001 016 合 計
円

調定番号 内訳番号
納 期 限 平成 29 年 6 月 20 日 取 引 店

納入義務者 00000 0001 福 岡 銀 行
住 所 〒８００-００００ 発 行 元 ○ ○ 店

福岡市○○ ○○高等学校
領収日付印

延滞金・違約金の 発 行 日
期間 平成 29 年 6 月 1 日

氏 名 自 年 月 日

福 岡 太 郎 様 至 年 月 日 この領収証は納入場所の

領収日付印によって効力を生じます。

日間

切り取らないで金融機関にお出しください

福岡県公金

福岡県公金 納入済通知書 原符

調定 内訳 納入 9,900
調定番号 00000

番号 00000 番号 0001 額 円 内訳番号 0001

全日制課程授業料（遡及分）

納期限 平成29年6月20日 全日制課程授業料（遡及分） 納入額 9,900 円

6 6 6 6 6 6 6
納期限 平成29年 6月 20日

00 010000000290100000000122440000008000000

納入額 9,900円 延滞金・違約金

00000009900700000000000000000000000000000000 の期間

延滞金・違約金 円 自 年 月 日

5 5 5 5 5 5 5 5 至 年 月 日

区分 年度 会計 款 項 目 節 細節 延滞金・違約金の期間 合 計 円 日間

自 年 月 日 領収日付印
公 29 01 08 01 08 001 016 至 年 月 日

納入額 9,900 円 日間
納入義務者氏名

福 岡 太 郎 様
延滞金・違約金 取 引 店

福 岡 銀 行

○ ○ 店合 計 円 発行元 領収日付印

発行元 ○○高等学校 あ 発行日 29 年 6 月 1 日

納 〒８００-００００ ○○高等学
住 入 福岡市○○ 校
所 義

氏 務 福 岡 太 郎 様 発行日

名 者
29 年6 月 1日

○
こ
の
納
入
通
知

（納
付
）
書
は
こ
の
ま
ま
金
融
機
関

へ
お
出
し
く
だ
さ
い
。

納
入
通
知

（納
付
）
書
兼
領
収
証

〈納
入
義
務
者
交
付
用
〉

納
入
済
通
知
書

〈指
定
金
融
機
関
集
中
店
送
付
用
〉

原
符

〈受
付
金
融
機
関
保
管
用
〉

○
裏
面
の
注
意
書
き
を
お
読
み
く
だ
さ
い
。

○
納
入
済
通
知
書
は
機
械
で
処
理
し
ま
す
の
で
、
決
し
て
折

っ
た
り
汚
し
た
り

し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

切
り
取
ら
な
い
で
金
融
機
関
に
お
出
し
く
だ
さ
い

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　イ　就学支援金支給無しの場合（授業料調定）（オ）納入通知書出力例
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事務長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度  2191
 会計　01　　款　　 08　 　　項　 　01

　調定番号 00016  目　　08　　教育使用料

　調定年月日 29年 9月 1日  節　　001　 高等学校使用料

　納入通知   年  月  日  細節　014　 全日制課程授業料

　納期限   年  月  日

　納入義務者

　納付目的

　　　　全日制課程授業料

　（摘　要）

　　４～６月未申請者で、７月から就学支援金新規認定者１名の減額分（７月～９月）

　　過誤納件数 件

　　過誤納額 円

3件

FBC0051

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　９　 月　　　１　 日

調 定 決 議 書 （ 減 額 ）

 起 案　　２９　 年　　　９　 月　　　１　 日

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

調定減件数　　　　　

 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

ここ こ

変 更 前 調 定 額

調 定 減 額

変 更 後 調 定 額

５９４，０００ 円

２９，７００ 円

５６４，３００ 円

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　イ　就学支援金支給無しの場合（授業料調定）（カ）４～６月未申請者で７月から新規認定者の場合（３０４画面）
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事務長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度  2191
 会計　01　　款　　 08　 　　項　 　01

　調定番号 00016  目　　08　　教育使用料

　調定年月日 29年 9月 1日  節　　001　 高等学校使用料

　納入通知   年  月  日  細節　014　 全日制課程授業料

　納期限   年  月  日

　納入義務者

　納付目的

　　　　全日制課程授業料

　（摘　要）

　　４～６月不認定者で、７月から就学支援金新規認定者１名の減額分（７月～９月）

　　過誤納件数 件

　　過誤納額 円

6件

FBC0051

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　９　 月　　　１　 日

調 定 決 議 書 （ 減 額 ）

 起 案　　２９　 年　　　９　 月　　　１　 日

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

調定減件数　　　　　

 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

ここ こ

変 更 前 調 定 額

調 定 減 額

変 更 後 調 定 額

５６４，３００ 円

５９，４００ 円

５０４，９００ 円

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　イ　就学支援金支給無しの場合（授業料調定）（キ）４～６月不認定者で７月から新規認定者の場合（３０４画面）

76



事務長

 　所　属　　2222222 　(所　属)

　○○高等学校

　平成29年度  2191
 会計　01　　款　　 08　 　　項　 　01

　調定番号 00000  目　　08　　教育使用料

　調定年月日 29年 9月 1日  節　　001　 高等学校使用料

　納入通知   年  月  日  細節　001　 全日制課程授業料

　納期限   年  月  日

　　　２９，７００　　 円

　納入義務者

　収納方法

　納付目的

　　　　全日制課程授業料

　（摘　要）

　　　４～６月就学支援金認定者で、７月から消滅者１名の授業料（７～９月分）

3件

FBC0011

出 納

機 関

    決 裁　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

内訳件数　　　　　　　　　　

 受 付　　　　　 年　　　　　 月　　　　　 日

執 行

機 関

   　決 裁　　２９　 年　　　９　 月　　　１　 日

調 定 決 議 書

 起 案　　２９　 年　　　９　 月　　　１　 日

調　　　　定　　　　額

ここ こ

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（４）財務会計入力・出力例　イ　就学支援金支給無しの場合（授業料調定）（ク）４～６月認定者で７月から消滅者の場合（３０１画面）
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４～６月の状況 ７月からの状況 必要な処理 ７月 ８月 ９月

（現在の状況） 【2191】 【2191】 【2191】

9/1減額調定 【2191】 【2191】 -

9/1調定 【2244】 【2244】 -

9/1減額調定 【2191】 【2191】 【2191】

9/1調定 【2243】 【2243】 【2243】

認定 放棄

（現在の状況） （未調定） （未調定） （未調定）

認定 消滅 9/1調定 【2244】 【2244】 【2191】

認定 継続 9/1調定 【2243】 【2243】 【2243】

※　【    】は略科目コード

収入状況届等に伴う全日制課程の調定について

未申請・不認定

未申請・不認定

未申請・不認定

（処理なし）

認定

（処理なし）

就学支援金 授業料調定

未申請

不認定

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（５）収入状況届等に伴う全日制課程の調定について
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(生徒マスター変更 授業料)

C# 　 学校名 種別

日

7 高等学校

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

　総件数

件

※　２部作成　１部　学校　→　取引店　→　FCS   

　　　　　　　　　1部　学校保管

1

21

22

9 0 09

(名)

 

授業料

《取引店　提出期限　４月１０日》

異動連絡精査表との照合印

異 動 連 絡 票

生徒氏名

(姓) (名)

 

25

26

区分

3 年 月

生徒氏名

(姓)

27

28

29

 

 

 

 

 

35

36

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16

 

 

 

 

 

33

34

31

32

39

40

37

38

30

  

  

  

  

 

  

 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

  

  

 

生徒番号

   

   

 

 

 

    

18

 

  

 

  

   

  

   

   

   

   

   

   

  

   

   

   

23

24

94 2 9  

   

  

   

月 28 29

  

 

 

9 2 9  

19 20

18

月 24 年年

 

 

生徒番号

変更期間 変更期間 コード

16

6 02 9

15

2 9 1

報告
区分

学校番号 入学年度 学年受付日

2 9 10

#N/A

係印店　　番 店　　名 検印

33

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（６）異動連絡票（銀行提出用）
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記入例（第１四半期）

別添様式

「公印省略」

教育庁総務部財務課長　殿

　このことについて、下記のとおり補助金を要求します。

不認定
者数

認定者数

４月 760人

５月 758人

６月 758人

計 2,276人

４月 2人

５月 2人

６月 2人

計 6人

４月 80人

５月 80人

６月 80人

計 240人

４月 8人

５月 8人

６月 8人

計 24人

合計 360人 - 320人 23人 297人 - 2,546人

　

支給者数 所要額

22,532,400円

2人 62,400円

59,400円

260人

2人

定時制 40人

就学
支援金

35人 2人

学び直し
支援金

全日制 320人

就学
支援金

280人 20人

23,278,200円

学校番号

33人 624,000円

　福岡県立〇〇高等学校長

3人 1人

学び直し
支援金

２ ９ 〇 〇 第 １ ０ ０ 号

平 成 ２ ９ 年 ５ 月 ２ ５ 日

高等学校等就学支援金等（第１四半期分）の予算要求について

記

課程 入学者数 区分 申請者数 支給月

2人

新規認定や支給資格
消滅等があれば、月ご
とに加減する

新年度入学者及び４月転入学
者の人数を記入する。（旧年度
からの在校生は含めない）

新年度入学者及び４月転入
学者のうち、就学支援金を
申請した者の数を記入す
る。

申請者のうち、不認定になった者の
数を記入する。
保留者は不認定に含めない。

新入生、在校生全体の支
給者数を記入する。

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（７）予算要求書（様式４）記入例
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記入例（第２四半期以降）

別添様式

「公印省略」

教育庁総務部財務課長　殿

　このことについて、下記のとおり補助金を要求します。

不認定
者数

認定者数

７月 753人

８月 753人

９月 752人

計 2,258人

７月 2人

８月 2人

９月 2人

計 6人

７月 78人

８月 78人

９月 78人

計 234人

７月 6人

８月 6人

９月 6人

計 18人

合計 1,010人 - 849人 10人 839人 7人 - 2,516人

　

753人 22,354,200円

２ ９ 〇 〇 第 １ ０ ０ 号

平 成 ２ ９ 年 ８ 月 ２ ５ 日

　福岡県立〇〇高等学校長

高等学校等就学支援金等（第２四半期分）の予算要求について

記

課程 在学者数 区分

７月収入状
況届出・受
給資格認
定申請者
数

全日制 920人

就学
支援金

760人 7人

定時制 90人

就学
支援金

80人 2人

学び直し
支援金

2人 2人 59,400円

78人 608,400円

学び直し
支援金

7人 1人 6人 46,800円

23,068,800円

学校番号

受給権
放棄者数

5人

2人

支給月 支給者数 所要額

在校生の数を記入する

７月の収入状況届出及び受
給資格認定申請を行った者
の数を記入する。受給権放
棄者（※）は含めない。

※「受給権放棄者」とは、６
月まで受給資格を持つもの
が確認書において「申請し
ない」とし、７月からの受給
権を放棄した者を言う。

申請者のうち、不認定及び資格消滅
（受給権放棄者を除く）になった者の
数を記入する。
保留者は不認定に含めない。

新入生、在校生全体の支
給者数を記入する。

新規認定や受給資格
消滅等があれば、月ご
とに加減する。

受給権放棄者数を記入
する。
（第２四半期については、
受給権放棄者数と申請
者数の合計人数に応じ
た通信運搬費が令達さ
れます。）

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（７）予算要求書（様式４）記入例
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別添様式
「公印省略」

教育庁総務部財務課長　殿

　このことについて、下記のとおり補助金を要求します。

不認定
者数

認定者
数

４月 250人 7,000単位

５月 249人 6,985単位

６月 248人 6,955単位

計 747人 20,940単位

４月

５月 9人 288単位

６月 9人 288単位

計 18人 576単位

４月 290人 8,120単位

５月 290人 8,120単位

６月 289人 8,090単位

計 869人 24,330単位

４月

５月 19人 608単位

６月 19人 608単位

計 38人 1,216単位

合計 600人 590人 22人 568人 - 1,672人 47,062単位

　

記入例（第１四半期）

２ ９ 〇 〇 第 １ ０ ０ 号
平 成 ２ ９ 年 ５ 月 ２ ５ 日

　福岡県立〇〇学校長

高等学校等就学支援金等（第１四半期分）の予算要求について

記

支給月 支給者数
支給
単位数

所要額

定時制 280人

就学
支援金

260人 10人 250人

課程 入学者数 区分 申請者数

2,722,200円

学び直
し支援
金

10人 1人 9人 74,880円

3,435,730円

学校番号

608,250円

学び直
し支援
金

20人 1人 19人 30,400円

290人

※半年で履修するものについては、支給単位数は２単位で計上すること。
※就学支援金と学び直し支援金を重複して計上することのないよう注意すること。

通信制 320人

就学
支援金

300人 10人

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（７）予算要求書（様式４）記入例
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別添様式
「公印省略」

教育庁総務部財務課長　殿

　このことについて、下記のとおり補助金を要求します。

不認定
者数

認定者
数

７月 250人 7,000単位

８月 249人 6,985単位

９月 248人 6,955単位

計 747人 20,940単位

７月 9人 288単位

８月 9人 288単位

９月 9人 288単位

計 27人 864単位

７月 290人 8,120単位

８月 290人 8,120単位

９月 289人 8,090単位

計 869人 24,330単位

７月 19人 608単位

８月 19人 608単位

９月 19人 608単位

計 57人 1,824単位

合計 600人 590人 22人 568人 5人 - 1,700人 47,958単位

　

支給月 支給者数
支給
単位数

所要額
受給権
放棄者
数

２ ９ 〇 〇 第 １ ０ ０ 号
平成２９年８月２５日

　福岡県立〇〇学校長

高等学校等就学支援金等（第２四半期分）の予算要求について

記

課程 在学者数 区分

７月収入状
況届出・受
給資格認定
申請者数

定時制 280人

就学
支援金

260人 10人

1人
学び直
し支援
金

10人

19人

学校番号

3人 2,722,200円

3,488,370円

9人 112,320円

250人

45,600円

608,250円

記入例（第２四半期以降）

通信制 320人

就学
支援金

300人 10人

学び直
し支援
金

20人 1人

290人

※半年で履修するものについては、支給単位数は２単位で計上すること。
※就学支援金と学び直し支援金を重複して計上することのないよう注意すること。

2人

５ 調定・負担行為・支出命令（金銭会計）（７）予算要求書（様式４）記入例
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６ こんなときどうする？～就学支援金編～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



問１

答

問２

答

問３

答

問４

答

　その他需用費の令達対象経費について

　封筒、窓付封筒、用紙が令達対象経費となります。

　就学支援金を申請しない生徒に係る異動連絡票の使用は４月分（４月１０日までの提出分）のみ
であり、以降の異動連絡票については、通常の異動連絡票を作成し提出することになります。

　両親が離婚しており、親権者が父（別居）、実際に扶養している者が母（同居）の場合の所得の
判断はどうすればよいか。

　税額を判断する基準となるもの保護者は親権者（父）であって、実際の監護関係（母：同居）に
よって判断しません。
　つまり、親権者（父）の所得確認を行う必要があります。
ただし、親権者がＤＶや所在不明である場合などやむを得ない理由により、就学に要する経費の負
担を求めることが困難であることが認められる場合には、主たる生計維持者である母の所得で判断
することができます。

　市町村民税所得割額が限度額を超えているが、保護者等の失職などの家計急変により所得が大幅
に減少している場合はどうしたらよいか。

　上記のような場合には授業料減免の申請が必要となります。
　授業料減免に関する書類としたは下記の書類が必要となります。
　・授業料免除（減額）願書
　・家庭調書
　・申立書
　・意見書
　・その他財務課長決裁と同様の書類の提出
　添付書類
　・就学支援金所得制限基準額以上であることが分かる課税証明書等
　・失職、倒産等の家計が急変したことがわかるもの
　・前年の所得がわかるもの（源泉徴収票等）
　・直近の３ヶ月分の所得及び賞与の額がわかるもの
　　（所得が無ければその旨を申立書に記載する。
　　　賞与の額は、証明書等が無ければ申立書に額を記載する。）

　異動連絡票のエクセルファイルは通常でも使用できるか。

６ こんなときどうする？
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問５

答

問６

答

問７

答

問８

答

　４～６月は受給権をもっておらず（不申請者・不認定者）、新規で申請を行った者が、口座振替
ではなく、納付書払いの場合

　上記の場合は、必ず異動連絡後に発行される納付書で納付するよう確認をお願いします。
上記の者が既に７～９月分（いずれか又は全部）の授業料＋校納金を納付していた場合は以下のよ
うに対処してください。

（異動連絡について）
　納付済みの月についての異動連絡の報告は行わないでください。
　報告を行うと、アンマッチとなります。
　仮に７月分を納付済みだった場合は、８月分からの異動連絡を行ってください。

（納付済み授業料の還付について）
　９月に認定と併せて、過誤納による還付（戻出）の処理を行ってください。
　仮に７月分を納付済みだった場合は、９月の認定をもって、４月に行った前期分の調定のうち７
～９月分を減額調定を行った上で、戻出処理をお願いします。

　非常にレアなケースだと思いますので、このようなケースが発生し、上記内容がわかりにくい場
合は、財務課までご連絡ください。

　確認書及び周知文書の配付について

　確認書及び周知文書等の配付については、認定通知書等の郵送と併せて行うなど、各所属の判断
で行っていただいて結構です。
　認定通知書及び不認定通知書の配付は必ず郵送で行ってください。
　また、配付の際には、配付書類及び趣旨等を説明する通知文を同封するなど、周知を徹底してい
ただきますようお願いします。
　なお、「収入状況届出書」等の法定様式及び要綱・要領で定める様式は変更できませんが、他の
資料については、各所属で修正を行うことは可能です。

　受給資格を持たない生徒（４月不申請者・４月不認定者）が受給資格認定申請書を提出した場合
について

　４月に調定した前期分授業料については、９月の受給資格決定の際に減額調定を行ってくださ
い。
また、異動連絡票（授業料　９９００円→０円）の提出については７月１０日までに必ず行ってく
ださい。

　就学支援金を「申請しない」から「申請する」に変更した場合の授業料の減額調定の日付はいつ
になるか。

　実際に減額調定を行う日となります。

６ こんなときどうする？
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問９

答

問１０

答

問１１

答

問１２

答

問１３

答

　支援金の学校受付は受け取った日と書類が揃った日どちらか。

　学校が申請書を受け取った日が受付日となります。

　不備の書類は、証拠書類のファイルには綴じないようにしてください。

　市町村民税の決定通知を見たところ、１６歳未満の扶養親族が父母両方の決定通知に記載されて
おり、誤って二重に扶養されているようです。これを訂正した場合、市町村民税の所得割額が基準
を超える可能性があります。どのように対応すればよいか。（二重扶養になっているなど、保護者
に教えるべきか。）

　提出された決定通知の市町村民税の所得割額に従ってください。もし訂正分が提出されたら、そ
のときに対応してください（遡って授業料を徴収するなど）。

　未申請者・受給権放棄者については確認書のみの提出となっていますが、毎年のように提出の誤
りがあり、後に修正をしています。市町村民税所得割ではなく、住民税全体を見ている等による保
護者の理解不足と考えられます。上記の未申請者・受給権放棄者の保護者に対しても課税証明書が
とれれば、学校で確認ができるのですが。

　市町村民税の確認をする際、課税証明書の場合は取得に手数料がかかることから、申請の意志が
ない者から徴収するのは困難です。
引き続き、制度の周知徹底をお願いします。

　住民税特別徴収額決定通知書のコピーが二つに分けてコピーしている場合、同一人物のものかど
うかわからなくなるため、分けない分をとりなおしたほうがよいか。

　全面コピーされていれば、連続になっていなくても構いません。

　不備の書類（所得証明書等）について。

６ こんなときどうする？
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「高等学校就学支援金受給資格認定申請書」に添付が必要な
「課税証明書」（市町村民税所得割額がわかるもの）の名称について （参考一覧表）

課税額がある場合 非課税の場合（左に同じ場合は「同左」と記入）

1 市県民税所得（課税）額証明書 市県民税非課税証明書

2 証明書 同左

3 市民税・県民税課税証明書 市民税・県民税非課税証明書

4 所得（課税）証明書 所得（非課税）証明書

5 市県民税所得課税証明書 同左

6 市県民税所得課税証明書 同左

7 市県民税所得課税証明書 同左

8 市県民税所得課税証明書、市県民税課税証明書 同左

9
市県民税課税証明書（世帯）
または市県民税課税証明書
または市県民税所得課税証明書

同左

10 市県民税所得課税証明書 同左

11 市県民税（所得・課税）証明書 同左

12 市県民税所得課税証明書 同左（備考に非課税の表示有り）

13 市民税・県民税　課税証明書 市民税・県民税非課税証明書

14 市県民税所得・課税証明書 証明書　非課税

15 市県民税（所得・課税）証明書 同左

16 市県民税（所得・課税）証明書 市県民税（所得・非課税）証明書

17 市民税・県民税所得証明書 市民税・県民税非課税証明書

18 市県民税所得課税証明書 市県民税所得非課税証明書

19 市県民税所得課税証明書 同左（備考に非課税の表示有り）

20 市民税・県民税　課税証明書 市民税・県民税　非課税証明書

21 市県民税所得課税証明書 同左（備考に非課税の表示有り）

22 市民税・県民税　課税証明書 市民税・県民税　非課税証明書

23 市県民税所得課税証明書 同左

24 市県民税所得課税証明書 同左

25 市県民税課税台帳記載事項証明書 同左

26 市県民税（所得・課税）証明書 同左

27 市民税・県民税課税証明書 市民税・県民税非課税証明書

28 所得・課税証明書 同左

29 筑紫郡 那珂川町 町県民税　課税（所得）証明書 町県民税非課税（所得）証明書

30 糟屋郡 宇美町 町・県民税所得（課税）証明書 町・県民税所得（非課税）証明書

31 篠栗町 所得課税（非課税）証明書 所得課税（非課税）証明書

32 志免町 町・県民税所得（課税）証明書 町・県民税所得（非課税）証明書

33 須恵町 町・県民税所得（課税）証明書 町・県民税所得（非課税）証明書

34 新宮町 町・県民税所得（課税）証明書 町・県民税所得（非課税）証明書

35 久山町 町県民税課税証明書（個人） 同左

36 粕屋町 所得（課税）証明書 同左

37 遠賀郡 芦屋町 町県民税課税証明書（個人） 同左（備考に非課税の表示有り）

38 水巻町 所得（課税）証明書 同左（摘要に非課税の表示有り）

39 岡垣町 所得課税証明書 同左（摘要に非課税の表示有り）

40 遠賀町 町県民税（所得・課税）証明書 同左（備考に非課税の表示有り）

41 鞍手郡 小竹町 町県民税（所得・課税）証明書 同左

42 鞍手町 所得・課税証明書 同左

43 嘉穂郡 桂川町 町県民税課税台帳記載事項証明書 同左

44 朝倉郡 筑前町 町民税・県民税　課税証明書 町民税・県民税　非課税証明書

45 東峰村 村民税・県民税　（課税・所得）証明書 同左

46 三井郡 大刀洗町 町県民税　所得・課税証明書 同左

47 三潴郡 大木町 所得・課税証明書 同左

48 八女郡 広川町 所得（課税）証明書 同左

49 田川郡 香春町 町民税・県民税（課税・所得）証明書 同左

50 添田町 町民税・県民税　課税証明書 町民税・県民税　非課税証明書

51 糸田町 町民税・県民税（課税・所得）証明書 町民税・県民税　非課税証明書

52 川崎町 町県民税課税証明書 同左

53 大任町 町民税・県民税　課税証明書 町民税・県民税　非課税証明書

54 赤村 村民税・県民税　（課税・所得）証明書 村民税・県民税　非課税証明書

55 福智町 町民税・県民税　課税証明書 町民税・県民税　非課税証明書

56 京都郡 苅田町 町県民税（所得・課税）証明書 同左

57 みやこ町 町県民税課証明書（世帯） 町県民税課証明書（世帯）

58 築上郡 吉富町 課税証明書 同左

59 上毛町 村民税・県民税　（課税・所得）証明書 町民税・県民税　非課税証明書

60 築上町 町県民税所得課税証明書 同左（備考に非課税の表示有り）

佐賀県 佐賀市 市県民税所得課税証明書
香川県 高松市 市民税・県民税所得課税証明書 同左（ゼロ表示のみ）
愛知県 春日井市 課税証明書
沖縄県 那覇市 市県民税所得証明書
大阪府 大阪市 市民税・府民税証明書

↑県外周辺市町等について、適宜追加願います。
　前年、例えば年度当初に徴した「平成２８年度分　課税証明書」は、平成２７年１月～１２月の
所得をもとに平成２８年１月1日の居住者に対して決定された課税額についての証明であるので、
前年１月1日に他県等において住民税を課税された者については、他県自治体の発行となる。

自治体名
各市町村役場等で発行される「証明書」の名称

No.

大野城市

北九州市

福岡市

みやま市

糸島市

古賀市

福津市

うきは市

宮若市

嘉麻市

朝倉市

宗像市

太宰府市

小郡市

筑紫野市

春日市

中間市

大牟田市

久留米市

直方市

飯塚市

田川市

柳川市

八女市

筑後市

大川市

行橋市

豊前市

７ その他（１）県内各市町村「課税証明書」の名称について（参考一覧表）
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１　印刷用PDFファイルの「元ファイル」について

部共有　＞　15教育庁　＞　県立学校事務職員協会　の所定のフォルダ内に

コピーして活用可能な電子ファイルを格納していますので、ご活用ください。

※必ずコピーして活用願います。本体の修正・更新は行わないようお願いします。

２　「工夫・改善例」の電子ファイルについて

※　目次に「＊」で表示している、各様式等の「工夫・改善例」について、

フォルダを設けて格納していますので、ご活用ください。

「工夫・改善例」については、有志所属から提供していただいたものです。

「合格者登校日の説明読み原稿」から、保護者配付チラシ等のうち、財務課様式で学校の状況等により修正可能なものの改善例や

各申請時の提出用封筒の印刷例など、各所属において参考にできるものがあると思いますので、活用いただければ幸いです。

※これについても、必ずコピーして活用願います。本体の修正・更新は行わないようお願いします。

就学支援金マニュアル「電子版」のご案内

７ その他（２）「電子版」のご案内
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